
３．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。また、現金は注記を省略しており、預金、金銭信託、医業未収金、買掛金、未払金は短期
間で決済がされるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。

（単位：百万円）
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長期借入金 （13316） （11421）（ 1895）

令
和

年


月

日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

Ⅱ．貸借対照表
１．高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成20年法律第93号）附
則第８条第７項の規定に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 502300818円

２．金融商品の状況に関する事項
当センターは、資金運用については預金、公債及び金銭信託に限定し、また、資金調達につ
いては財政融資資金からの借入によっております。
また、当センターの診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク
低減を図っております。
なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、
資金調達を行っております。

注１．負債に計上されているものは（ ）で示しております。
２．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の三つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

４．その他行政コスト累計額のうち、出資財源資産に係る金額
その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 12730115308円

Ⅲ．行政コスト計算書
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 108605465182円
自己収入等 94047106793円
機会費用 2023146067円

                                          

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 16581504456円
２．機会費用の計算方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率については、10年利付国
債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

Ⅳ．損益計算書
１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳

その他業務収益 148668259円
２．経常費用の内訳
 給与費のうち、引当金繰入額

賞与引当金繰入額 1685717458円
退職給付引当金繰入額 1151403858円

 設備関係費のうち、減価償却費
減価償却費 8283148125円

 経費のうち、引当金繰入額
貸倒引当金繰入額 27599534円

３．財務費用の内訳
支払利息 35342768円

４．その他臨時利益の内訳
委託費の返金 9278317円
保険金等の受取り 1250920円
その他 40380円

        

その他臨時利益合計 10569617円

        

６．環境対策引当金の計上基準
環境有害物質の除却に伴う処理費用の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を
計上しております。

７．有価証券の評価基準及び評価方法
 満期保有目的債券

満期保有目的債券については、償却原価法によっております。
 その他有価証券

市場価格のない株式等以外については、時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

８．棚卸資産の評価基準及び評価方法
 医薬品

最終仕入原価法に基づく低価法
 診療材料

最終仕入原価法に基づく低価法
 給食用材料

最終仕入原価法に基づく低価法
 貯蔵品

最終仕入原価法に基づく低価法
９．収益及び費用の計上基準
 医業収益

医業収益は、主に入院及び外来診療に係る収益であり、診療行為を提供する履行義務を負っ
ております。当該履行義務は、継続的に役務を提供していることから一定の期間にわたり充
足されると判断し、診療行為の提供に応じて収益を認識しております。

 研究収益
研究収益は、主に製薬会社や研究機関等から委託される受託研究に係る収益であり、継続
的に役務を提供していることから、顧客との契約に基づいて、受託研究試験の役務等を提供
する履行義務を負っております。当該履行義務は、一定の期間にわたり充足される履行義務
であると判断し、受託研究試験の進捗に基づき収益を認識しております。

10．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
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